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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次 
第74期 

第3四半期 
連結累計期間 

第75期 
第3四半期 

連結累計期間 
第74期 

会計期間 
自平成29年 4月 1日 
至平成29年12月31日 

自平成30年 4月 1日 
至平成30年12月31日 

自平成29年 4月 1日 
至平成30年 3月31日 

売上高(注)2 （百万円） 196,567 198,886 286,977 

経常利益 （百万円） 9,857 12,592 16,092 

親会社株主に帰属する四半期

(当期)純利益 
（百万円） 6,786 9,024 11,949 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 11,083 8,733 16,794 

純資産額 （百万円） 98,933 109,534 104,674 

総資産額 （百万円） 179,801 187,154 197,278 

1株当たり四半期(当期)純利益 （円） 67.66 89.94 119.12 

潜在株式調整後1株当たり四半

期（当期）純利益 
（円） 67.42 89.63 118.69 

自己資本比率 （％） 54.2 57.5 52.2 

 

回次
第74期

第3四半期
連結会計期間

第75期
第3四半期

連結会計期間

会計期間
自平成29年10月 1日
至平成29年12月31日

自平成30年10月 1日
至平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 20.56 28.23 

（注）1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

2．売上高には、消費税等を含んでおりません。

3．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16日）等を第1四半期連

結会計期間の期首から適用しており、前第3四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標等

については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

 当第3四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動はありません。 

 

- 2 -



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第3四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。 

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況 

当第3四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境や企業収益の改善により、引き続き緩やかな景

気回復基調にありましたが、通商問題の動向が世界経済に与える影響や、海外経済の不確実性、金融資本市場の変動

の影響などにより、先行きが不透明な状況が見受けられました。 
 
一方、国内の情報サービス市場においては、ソフトウェア投資がおおむね横ばいで堅調に推移しておりますが、異

業種からの参入による競争激化など、当社を取り巻く環境は依然として厳しい状況であると認識しております。 
 
このような環境の中、日本ユニシスグループは、「顧客・パートナーと共に社会を豊かにする価値を提供し、社会

課題を解決する企業」として、業種・業態の垣根を越え、さまざまな企業をつなぐビジネスエコシステムを創る中核

となり、デジタルトランスフォーメーションを実現するプラットフォームの提供企業となることを目指した中期経営

計画「Foresight in sight® 2020」（2018-2020年度）を策定し、各重点施策に取り組んでおります。 
 

中期経営計画で定めた注力領域における取り組み例としては、オープンAPI公開基盤「Resonatex®」を通じて、株

式会社百五銀行の預金口座とスマホ決済サービス「Origami Pay」をセキュアな環境下で直接連携する口座ダイレク

ト決済を実現しました。これにより、百五銀行に普通預金口座を持つすべての個人のお客さまは、Origamiアプリか

ら百五銀行の口座を登録することで、「Origami Pay」による登録口座からの即時決済が可能になります。「Origami 

Pay」のオープンAPI（更新系API）を用いた銀行口座連携は百五銀行が初となります。日本ユニシス株式会社は、

Resonatex を通じて地域のキャッシュレス化促進を支援すると同時に、お金の流れをデジタル化することで情報と経

済の循環を生み出し、生活者の暮らしの利便性向上と地域経済の活性化を支援してまいります。 
 
また、以前から地域金融機関の顧客接点を強化する取り組みを拡大してまいりましたが、今回、株式会社千葉銀

行、株式会社第四銀行、株式会社中国銀行の３行に、営業店窓口業務支援システム「SmileBranch®」の提供を開始い

たしました。SmileBranch は、営業店窓口でタブレットを活用し対話型接客を行うことで、お客さまの利便性を向上

させ、お客さまと行員を「笑顔」にするソリューションです。日本ユニシスは、金融機関の営業店本部の業務全般に

わたるデジタルトランスフォーメーションを注力領域として推進し、SmileBranchの新たな機能群の開発を行ってい

ます。今回の３行での採用を含めた営業店システムの豊富な実績をもとに販売体制をさらに強化し、新たな受注を目

指してまいります。 
 
一方、ICTコアビジネスでは、流通業向けソリューションや電力会社向けビジネスの受注が堅調に推移しておりま

す。 
 

更に、「風土改革」に関しては、組織や人財、働き方改革を進める「Workstyle Foresight®」、ダイバーシティを

推進する「Diversity Foresight®」、そして制度や業務プロセスを見直し変革する「Management Foresight®」とい

う３つの柱で進めており、2018年11月に、総務省が主催する「テレワーク先駆者百選 総務大臣賞」を受賞しまし

た。この度の受賞は、生産性・残業時間・有給取得率・交通費などの面で多様な効果を上げていることに加え、湾岸

地域に本社のある企業として、テレワーク・デイズなどを活用し、東京オリンピック・パラリンピックの混雑に備え

た計画的な準備を進めていることが評価されたものと考えています。 
 
以上のように、中期経営計画「Foresight in sight 2020」の達成に向けて日本ユニシスグループ一体となって取

り組んでおります。 

 
（注） 1. オープンAPI公開基盤「Resonatex」は、金融機関をはじめ各事業体が持つWeb APIをオープンAPIとしてインターネット公開するた

めのクラウド型プラットフォームサービスです。 

2.「テレワーク先駆者百選 総務大臣賞」とは、総務省がテレワークの普及促進を目的に、「テレワーク先駆者百選」として公表した

テレワークの導入・活用について十分な実績を持つ企業・団体の中から、他社が模範とすべき優れた取り組みを行っている企業等

に対し授与している賞で、2018年は当社を含む5社が受賞いたしました。 

3. 記載の会社名および商品名は、各社の商標または登録商標です。 

- 3 -



売上高の状況 

当第3四半期連結累計期間の連結業績につきましては、アウトソーシング、システムサービス売上が堅調に推移し

た結果、売上高合計で1,988億86百万円（前年同期比1.2%増加）となりました。 

 

営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益の状況 

当第3四半期連結累計期間の売上総利益は、主にアウトソーシング、システムサービスの売上高増加や差益改善に

伴う利益増加などにより、前年同期に比べ26億59百万円増加の503億14百万円（前年同期比5.6%増）となりました。 

販売費及び一般管理費は、前年同期に比べ12百万円減少の382億14百万円（前年同期比0.0%減）となりました。 

 

この結果、営業利益は前年同期に比べ26億71百万円増加の121億円（前年同期比28.3%増）、経常利益は前年同期に

比べ27億34百万円増加の125億92百万円（前年同期比27.7%増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期に比

べ22億37百万円増加の90億24百万円（前年同期比33.0%増）となりました。 

 

財政状態 

当第3四半期連結会計期間末の総資産につきましては、売掛金の減少等により、前連結会計年度末比101億24百万円

減少の1,871億54百万円となりました。 

負債につきましては、買掛金および有利子負債の減少等により、前連結会計年度末比149億84百万円減少の776億19

百万円となりました。 

純資産につきましては、1,095億34百万円となり、自己資本比率は57.5%と、前連結会計年度末比5.3ポイント増加

いたしました。 

 

資本の財源及び資金の流動性について 

 当社グループの運転資金需要は、システムサービスおよびサポートサービスの外注費、販売用のコンピュータおよ

びソフトウェアの仕入、賃貸およびアウトソーシング用の営業用コンピュータおよびソフトウェアの購入のほか、製

造費、販売費及び一般管理費等の営業費用によるものです。営業費用の主なものは人件費および営業支援費、研究開

発費です。なお、営業支援費および研究開発費は、営業支援および研究開発に携わるシステム・エンジニアの人件費

が主要な部分を占めております。これらの運転資金需要は、主に営業活動によるキャッシュ・フローでその支出をま

かなっていく方針です。 

 また、資金調達の安定性と機動性を確保するとともに、資金効率の向上を図るため、取引銀行5行と特定融資枠契

約（コミットメントライン）を締結しており、この契約に基づく平成30年12月31日現在の借入未実行残高は105億円

です。 

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりです。 

システムサービス 

システムサービスは、ソフトウェアの請負開発業務、SEサービス、コンサルティング等からなり、売上高は641億

96百万円（前年同期比4.4％増）、セグメント利益は182億57百万円（前年同期比10.0％増）となりました。金融機関

向けオープン勘定系システムの構築や、顧客接点強化に向けたシステムの刷新などの案件が積み上がり、増収増益と

なりました。なお、当第3四半期において、流通業のお客さま向けの基幹システムのオープン化案件で不採算が発生

しておりますが、これまで生産性改善に取り組んできた効果もあり、不採算の影響を吸収したうえで、収益性は着実

に向上してきております。 

引き続き生産性を高め、付加価値の高いビジネスの拡大と更なる収益性向上に取り組んでまいります。 

 

サポートサービス 

サポートサービスは、ソフトウェア・ハードウェアの保守サービス、導入支援等からなり、売上高は392億66百万

円（前年同期比1.3％増）、セグメント利益は112億37百万円（前年同期比1.0％減）となりました。幅広い業種向け

に小口の契約が積み上がったことから増収となりましたが、当第2四半期よりサポート拠点の集約に伴う費用が発生

した影響により、減益となりました。拠点集約などの取り組みを通じたコスト構造の変革を進め、収益性改善を図っ

てまいります。 

 

アウトソーシング 

アウトソーシングは、情報システムの運用受託等からなり、売上高は373億39百万円（前年同期比7.9％増）、セグ

メント利益は91億56百万円（前年同期比23.6％増）となりました。当第1四半期より開始した地方自治体向けの新規

案件や、前期第4四半期より開始した金融機関向け案件があったことなどから、増収増益となりました。稼働実績の

増加などによる運用効率改善効果により、収益力も向上しております。また、手数料型ビジネスの売上は、電子決済
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関連やモビリティビジネス関連を中心に徐々に拡大してきており、これらの収益性の高いビジネスを拡大することで

更なる収益性向上を図ってまいります。 

 

ソフトウェア 

ソフトウェアは、ソフトウェアの使用許諾契約によるソフトウェアの提供等からなり、売上高は205億92百万円

（前年同期比6.6％減）、セグメント利益は44億2百万円（前年同期比24.4％減）となりました。前年同期に利益率の

高い金融機関向けソフトウェア案件の計上があった影響から、減収減益となりました。注力領域における顧客接点系

等のソリューション販売の拡大等により、収益確保に取り組んでまいります。 

 

ハードウェア 

ハードウェアは、機器の売買契約、賃貸借契約によるハードウェアの提供等からなり、売上高は309億10百万円

（前年同期比8.2％減）、セグメント利益は55億38百万円（前年同期比9.2％増）となりました。前年同期に比べ通信

キャリア向けのネットワーク機器の受注が減少している影響から減収減益となりました。今後はデジタルトランスフ

ォーメーション関連の製品販売が見込まれることから、着実に受注することで売上高の拡大を図ってまいります。 

 

その他

その他は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、回線サービスおよび設備工事等を含み、売上高は

65億80百万円（前年同期比9.4％増）、セグメント利益は17億22百万円（前年同期比23.0％増）となりました。 

 

(注) セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っており、上記の全てのセグメント利益合計

503億14百万円から研究開発費、のれんの償却額、各報告セグメントに配賦していない販売費及び一般管理費

を含む調整額△382億14百万円を差し引いた121億円が四半期連結損益計算書の営業利益となります。また、

上記金額には消費税等を含んでおりません。

 

(2) 経営方針・経営戦略等 

当第3四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第3四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第3四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は、26億67百万円です。

なお、当第3四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第3四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第3四半期会計期間末 

現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在 
発行数(株)

(平成31年2月13日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 109,663,524 109,663,524
東京証券取引所 

市場第一部
単元株式数100株

計 109,663,524 109,663,524 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成30年10月1日～ 

平成30年12月31日
－ 109,663,524 － 5,483 － 15,281

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第3四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】

当第3四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成30年9月30日）における株主名簿に基づき記載しておりま

す。

①【発行済株式】

(平成30年12月31日現在)
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

普通株式   9,323,000

(相互保有株式)

普通株式       3,000

― ―

完全議決権株式(その他)(注)1 普通株式 100,258,100 1,002,581 ―

単元未満株式(注)2 普通株式      79,424 ― 1単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 109,663,524 ― ―

総株主の議決権 ― 1,002,581 ―

（注）1．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が700株(議決権7個)含まれてお

ります。

2．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式80株が含まれております。

②【自己株式等】

(平成30年12月31日現在)
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)          

日本ユニシス株式会社 東京都江東区豊洲1-1-1 9,323,000 ― 9,323,000 8.50

(相互保有株式)          

紀陽情報システム株式

会社
和歌山県和歌山市中之島2240 3,000 ― 3,000 0.00

計 ― 9,326,000 ― 9,326,000 8.50

（注）当第3四半期会計期間末日現在において、当社は自己株式9,319,180株（発行済株式総数に対する所有株式数の

      割合8.49％）を保有しております。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 
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第４【経理の状況】

1．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

2．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第3四半期連結会計期間（平成30年10月1日から平成30

年12月31日まで）および第3四半期連結累計期間（平成30年4月1日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成30年 3月31日) 
当第3四半期連結会計期間 

(平成30年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 18,575 20,676 

受取手形及び売掛金 68,650 46,351 

商品及び製品 5,210 10,828 

仕掛品 1,426 4,797 

原材料及び貯蔵品 127 88 

その他 16,523 21,286 

貸倒引当金 △56 △48 

流動資産合計 110,458 103,981 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 4,348 4,006 

機械装置及び運搬具（純額） 8,278 7,159 

その他（純額） 3,766 3,642 

有形固定資産合計 16,393 14,808 

無形固定資産    

のれん 753 1,341 

ソフトウエア 22,253 21,262 

その他 60 110 

無形固定資産合計 23,066 22,715 

投資その他の資産    

投資有価証券 23,282 23,589 

繰延税金資産 4,182 1,380 

退職給付に係る資産 3,556 5,301 

その他 16,653 15,692 

貸倒引当金 △314 △315 

投資その他の資産合計 47,360 45,649 

固定資産合計 86,819 83,173 

資産合計 197,278 187,154 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成30年 3月31日) 
当第3四半期連結会計期間 

(平成30年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 21,820 16,675 

短期借入金 1,350 350 

1年内返済予定の長期借入金 5,492 4,973 

未払法人税等 2,067 366 

未払費用 10,532 5,582 

前受金 14,457 17,649 

請負開発損失引当金 227 353 

その他の引当金 1,618 1,376 

その他 10,559 9,207 

流動負債合計 68,125 56,534 

固定負債    

長期借入金 21,152 18,005 

引当金 783 501 

退職給付に係る負債 687 726 

資産除去債務 1,127 1,126 

その他 727 724 

固定負債合計 24,478 21,085 

負債合計 92,604 77,619 

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,483 5,483 

資本剰余金 14,361 14,909 

利益剰余金 88,185 92,681 

自己株式 △13,578 △13,547 

株主資本合計 94,451 99,526 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 6,547 5,825 

繰延ヘッジ損益 0 0 

為替換算調整勘定 5 △48 

退職給付に係る調整累計額 1,997 2,390 

その他の包括利益累計額合計 8,550 8,167 

新株予約権 369 400 

非支配株主持分 1,302 1,440 

純資産合計 104,674 109,534 

負債純資産合計 197,278 187,154 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第3四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第3四半期連結累計期間 
(自 平成29年 4月 1日 

 至 平成29年12月31日) 

当第3四半期連結累計期間 
(自 平成30年 4月 1日 
 至 平成30年12月31日) 

売上高 196,567 198,886 

売上原価 148,912 148,571 

売上総利益 47,654 50,314 

販売費及び一般管理費 38,226 38,214 

営業利益 9,428 12,100 

営業外収益    

受取利息 2 6 

受取配当金 383 465 

その他 312 273 

営業外収益合計 698 745 

営業外費用    

支払利息 97 73 

和解金 38 - 

投資事業組合運用損 67 113 

その他 67 66 

営業外費用合計 269 253 

経常利益 9,857 12,592 

特別利益    

投資有価証券売却益 0 95 

事業譲渡益 108 - 

その他 9 - 

特別利益合計 118 95 

特別損失    

減損損失 213 89 

投資有価証券評価損 29 251 

その他 64 16 

特別損失合計 306 357 

税金等調整前四半期純利益 9,668 12,329 

法人税、住民税及び事業税 74 272 

法人税等調整額 2,770 2,941 

法人税等合計 2,844 3,213 

四半期純利益 6,824 9,116 

非支配株主に帰属する四半期純利益 37 91 

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,786 9,024 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第3四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第3四半期連結累計期間 
(自 平成29年 4月 1日 

 至 平成29年12月31日) 

当第3四半期連結累計期間 
(自 平成30年 4月 1日 
 至 平成30年12月31日) 

四半期純利益 6,824 9,116 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 2,775 △721 

繰延ヘッジ損益 △1 △0 

為替換算調整勘定 △1 - 

退職給付に係る調整額 1,486 393 

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △54 

その他の包括利益合計 4,259 △382 

四半期包括利益 11,083 8,733 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 11,046 8,641 

非支配株主に係る四半期包括利益 37 91 
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用） 

 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16日）等を第1四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第3四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第3四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）および、のれんの償却額

は次のとおりです。

 
前第3四半期連結累計期間
（自 平成29年 4月 1日
至 平成29年12月31日）

当第3四半期連結累計期間
（自 平成30年 4月 1日
至 平成30年12月31日）

減価償却費 7,637百万円 8,447百万円

のれんの償却額 62 62

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第3四半期連結累計期間（自平成29年4月1日 至平成29年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年6月28日

定時株主総会
普通株式 1,755 17.50 平成29年3月31日 平成29年6月29日 利益剰余金

平成29年11月6日

取締役会
普通株式 2,006 20.00 平成29年9月30日 平成29年12月5日 利益剰余金

 

 

Ⅱ 当第3四半期連結累計期間（自平成30年4月1日 至平成30年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年6月27日

定時株主総会
普通株式 2,006 20.00 平成30年3月31日 平成30年6月28日 利益剰余金

平成30年11月6日

取締役会
普通株式 2,508 25.00 平成30年9月30日 平成30年12月4日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第3四半期連結累計期間（自平成29年4月1日 至平成29年12月31日） 

1．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

(注)1 
合計 

調整額 

(注)2 

四半期 
連結損益 
計算書 
計上額 
(注)3 

 
システム 
サービス 

サポート 
サービス 

アウトソ 
ーシング 

ソフト 
ウェア 

ハード 
ウェア 

計 

売上高 61,487 38,755 34,611 22,038 33,660 190,553 6,014 196,567 － 196,567 

セグメント
利益 

16,596 11,354 7,410 5,821 5,071 46,254 1,400 47,654 △38,226 9,428 

（注）1．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、回線サービスおよび設備

工事等を含んでおります。

2．セグメント利益の調整額△38,226百万円には、研究開発費△2,115百万円、のれんの償却額△62百万

円、各報告セグメントに配賦していない販売費及び一般管理費△36,048百万円が含まれております。

3．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第3四半期連結累計期間（自平成30年4月1日 至平成30年12月31日） 

1．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

(注)1 
合計 

調整額 

(注)2 

四半期 
連結損益 
計算書 
計上額 
(注)3 

 
システム 
サービス 

サポート 
サービス 

アウトソ 
ーシング 

ソフト 
ウェア 

ハード 
ウェア 

計 

売上高 64,196 39,266 37,339 20,592 30,910 192,305 6,580 198,886 - 198,886 

セグメント
利益 

18,257 11,237 9,156 4,402 5,538 48,591 1,722 50,314 △38,214 12,100 

（注）1．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、回線サービスおよび設備

工事等を含んでおります。

2．セグメント利益の調整額△38,214百万円には、研究開発費△2,667百万円、のれんの償却額△62百万

円、各報告セグメントに配賦していない販売費及び一般管理費△35,484百万円が含まれております。

3．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

 1株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下の

とおりです。

 
前第3四半期連結累計期間
（自 平成29年 4月 1日
至 平成29年12月31日）

当第3四半期連結累計期間
（自 平成30年 4月 1日
至 平成30年12月31日）

（1）1株当たり四半期純利益 67円66銭 89円94銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 6,786 9,024

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
6,786 9,024

普通株式の期中平均株式数（千株） 100,313 100,335

（2）潜在株式調整後1株当たり四半期純利益 67円42銭 89円63銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 345 352

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、 

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 平成30年11月6日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額………………………2,508百万円

(ロ）1株当たりの金額 ……………………………………25.00円

(ハ）支払請求権の効力発生日および支払開始日………平成30年12月4日

     (注) 平成30年9月30日現在の株主名簿に記載若しくは記録された株主または登録株式質権者に対し、支払いを 

   行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成31年2月8日

日本ユニシス株式会社 

取 締 役 会  御中 

 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ 
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士   轟    一  成   印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士   吉  崎    肇   印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ユニシス株式

会社の平成30年4月1日から平成31年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成30年10月1日から平成30

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年4月1日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビ

ューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ユニシス株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（注）1．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

2．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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